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Ｙ１．事業の背景と目的
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食料品その他生活必需品を取り扱う小売店舗（スーパーマーケット、コンビニエンスストア、ドラッ
グストア、百貨店・ショッピングセンター）においては、新型コロナウイルス感染 症の感染拡大を防
止するため、店舗において換気の悪い密閉空間、人の密集、近距離での会話といった３つの条件
が重ならないよう、感染防止対策の取組を進めるとともに、消費者への呼びかけを含めた様々な対
応に取り組んでいくことが重要である。

こうした対策をどのような方法でとることが適切かは、店舗の規模などの個別事情によって異なっ
てくるため、各店舗における取組事例を収集し、横展開を図っていくことが、事業者側における取組
促進の観点から必要である。

また、この間、業界団体において「小売業の店舗における新型コロナウイルス感染症感染拡大予
防ガイドライン」が策定され運用がなされているが、感染拡大防止と経済活動の両立のためにガイ
ドラインの定着・遵守を図ることが重要である一方、小売業に関しては裾野が広く業界団体に所属
していない企業も相当数存在するため、小売業全体に向けて広くガイドラインの周知等を図ること
が必要である。

上記問題意識を踏まえ、本事業においては、WEBサイトの活用を通じ、事例の共有等を行うこと
によって事業者の取組の横展開等を図った。
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Ｙ
２．事業内容
（１）概要
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「スーパーなど小売店舗における感染拡大防止のための取組事例サイト」（WEBサイト）を運営し、
小売業の店舗における感染を徹防止対策を徹底するため、主に下記２つの取組を実施した。

・ 小売業の各店舗における、感染拡大の防止に向けた取組の好事例を収集し、サイト上で発信す
ることで、事業者の取組の横展開を図るとともに、消費者に対しても感染予防の取組への理解増
進を図り、感染拡大防止に向けた取組を促した。（２．（２）参照）

・ 業種別ガイドラインの定着・遵守の観点から、「小売業の店舗における新型コロナウイルス感染
症感染拡大予防ガイドライン」を周知するとともに、小売の各店舗が遵守していることを自ら確認し
た場合に店頭に掲示するポスターを発行するための仕組みをサイト上に構築し、活用を促した。
（２．（３）参照）

サイトURL： https://distribute-dei-taisaku.jp/
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Ｙ２．（２） WEBサイトでの事例周知
①事例収集方法
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主要業態であるスーパーマーケット、コンビニエンスストア、ドラッグストアを中心に、大手企業の感
染対策動向を、以下手法によって情報収集した。
※前年度（2020年度）に比べて、感染対策に関する小売企業の情報発信（プレスリリース等）は減少

したため、店舗への直接取材（新店オープン時）や、流通業界メディアの記者による取材情報の提供
協力も受ける形で実施した。

○電話やメールを通じた取り組み状況のヒアリング（小売企業の広報窓口）
21年度の対策方針や取組内容、前年度（20年度）と比べ、変更している点、新たに導入
した取組等について以下企業に対して、ヒアリングを実施した。

※カッコ内の数字は実施した件数。２回行った企業は、年度前半（5-6月）と年度後半（9-10月）にかけて行った。１回実施のケースは、
年度前半（5-6月）もしくは、新規取り組みが発表されたタイミングで行った。

業種 企業名

スーパー アクシアルリテイリング（２）、イオンリテール（2）、イオン琉球（１）、イズミ（１）、イトーヨーカ
ドー（2）、いなげや（１）、オーケー（１）、カスミ（１）、光洋（１）、サミット（2）、西友（2）、セブ
ン＆アイ・ホールディングス（１）、ベルク（１）、まいばすけっと（１）、ヤオコー（２）、ユナイ
テッド・スーパーマーケット・ホールディングス（１）、ライフコーポレーション（２）

コンビニ セブン‐イレブン（１）、ファミリーマート（２）、ローソン（１）

ドラッグストア ウエルシア薬局（１）、スギ薬局（１）、ツルハホールディングス（１）

百貨店・SC イオンモール（１）近鉄百貨店（１）、髙島屋（１）、大丸松坂屋百貨店（１）

その他 イオンディライト（１） 、コメリ（１）、ノジマ（１）、ビックカメラ（１）
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○小売企業（主にスーパー）の新店オープン取材への参加を通じた、情報収集
新店では、その企業の感染対策への考え方や注力したい取組が反映されやすいため、新店
オープン時に催される取材機会に参加し、感染対策への取組について以下企業に対して、情報
収集し、トピック的な取組をサイト上に掲載した。
※カッコ内の数字は開店月（＝取材参加）

・カスミ（22年1月）、サミット（21年11月、22年3月）、マルエツ（21年9月、11月）、ヤオコー（21年10月、22

年2月）

新店取材に参加できないケースでは、定期購読などで関係の深い流通業界メディア（ストア
ジャパン社）の記者の協力を得て、月１回程度のミーティングを実施し、店舗・売場における感染
対策の写真撮影や情報提供での協力を得た。

○小売企業のホームページ上に掲載されている「新型コロナ感染対策ページ」やニュースリリース
ページの閲覧を通じた情報収集

○利用契約する外部の情報データベース（日経テレコン、日経電子版PRO）や流通業界誌（ストア
ジャパン等）を活用した、感染対策の取り組みニュースに関する情報収集

２．（２） ①事例収集方法
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情報収集活動を通じて、合計41件の事例を掲載した。 （スーパーマーケット21件、コンビニ４件、ド
ラッグストア6件、百貨店・SC５件、その他５件）

情報整理の視点については、コロナ禍での営業活動が長引くことで、一部の小売企業では対応が弛
緩するケース（惣菜のバラ販売を再開する等）も散見されていた。このため、基本的な対策タスク（レジ
ガードの設置など）も含め、コロナ禍2年目においても継続している取組や、時節のトレンドに沿った新

しい対策（従業員のワクチン接種支援、入館者数の管理システムの導入など）も加味して事例を見直し、
掲載した。

サイト掲載にあたっては、各業態の事業者にとって参考になる対策情報が得られるよう、WEBサイト
にて「スーパー」、「コンビニ」、「ドラッグストア」「百貨店・SC」といった主要業態ごとに、好事例や取組
例を紹介した。

２．（２） ②周知方法
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＜参考＞「スーパー」のページのコンテンツ一例

２．（２） ②周知方法



（Ｃ）2022 公益財団法人 流通経済研究所

Ｙ

9

＜参考＞「スーパー」のページのコンテンツ一例

２．（２） ②周知方法
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＜参考＞「コンビニ」のページのコンテンツ一例

２．（２） ②周知方法
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＜参考＞「ドラッグストア」のページのコンテンツ一例

２．（２） ②周知方法
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＜参考＞「百貨店・ＳＣ」のページのコンテンツ一例

２．（２） ②周知方法
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また、業態を問わず小売店舗が取り組むべき項目については別途整理し、各社の具体事例を
掲載した。（主な掲載項目は、入場に関する制限、感染予防、従業員ケア、混雑緩和、社会的弱
者ケア）

＜参考＞ 「入場に関する制限、感染予防」のページのコンテンツ一例

２．（２） ②周知方法
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＜参考＞「感染予防、従業員ケア」のページのコンテンツ一例

２．（２） ②周知方法
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なお、2021年度においては第５波（2021年夏）と第6波（2022年1-2月）の感染拡大期があった
ため、下記のような、対策の変化が要請されるフェーズがあり、サイト上にも反映した。

○入館者数の管理システムの導入
ウイルス変異による感染力の高さから、不特定多数の来館客が集う「百貨店・ＳＣ」などにお

いては、施設内での感染拡大のリスクが高まった。施設内での混雑が起きないよう、入場制限
を目的とした入館者数管理システム等の導入が各社で広がった。

○プロセスセンターなど店外作業施設での感染対策の徹底強化
スーパーの食品加工作業（生鮮や惣菜など）を手がける「プロセスセンター」では、多くの従業

員が同一施設内で作業を担うため、従来の対策だけでは、感染を防ぎきれないケースもあった。
このためライフコーポレーションのように、プロセスセンターでの従事者に特化した「感染防止対
策」を策定する動きもあった（ライフの対策例は、他企業にとっても参考になった）。

○店舗換気を強化する設備工事
感染の波が繰り返される度に、ウイルスの感染力の高さが伝わっていたことから、店内での

こまめな換気対策が重要になっていた（来店客も気にする部分）。従業員によるドアや窓の開
閉だけでは限界があるため、店舗換気を強化する設備工事の動きが広がった。

○（感染対策を施した）店内飲食スペースの新しい提供スタイル
コロナ禍の１年目（2020年度）は、感染防止のため店内飲食スペースを閉鎖する小売企業が

相次いだ。一方、利用客からは店内飲食スペースの再開を要望する声も多く寄せられていたこ
とから（一般客のほか、トラックやタクシーのドライバーなどにも重宝されていた場所だった）、透
明アクリル板での仕切りを設けたり、一人席を多く設けるような形で、店内飲食スペースを刷新
し、提供再開をする動きが見られるようになった（第5波の終息のタイミングあたりから）。

２．（２） ②周知方法
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Ｙ２．（３）「ガイドライン実施宣言ステッカー」発行機能
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店舗において感染防止ガイドラインを遵守していることを示す「ガイドライン実施宣言ステッ
カー」を発行できる機能を設け、業界団体に所属していない店舗においてもステッカーを取得
できるよう、発行申請できる機能を設けた。
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①申請フォームに自店舗の情報を入力 ②予防対策の取り組みのセルフチェック

＜参考＞「ガイドライン実施宣言ステッカー」の発行までのフロー

約20の取組項目についてセルフチェック

２．（３）「ガイドライン実施宣言ステッカー」発行機能

③チェック申請を経てステッカーを発行

ステッカーのPDFファイルをダ
ウンロードできる
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サイトのアクセス実績（2021年5月～2022年3月）は、13,273ユーザーの閲覧があり、 PV（ページ
ビュー）数は31,274PVだった。

２．（４）実施結果
①WEBサイトの閲覧数

指標 実績

閲覧ユーザー数 13,273ユーザー

PV（ページビュー）数 31,274PV

1ユーザーあたり
平均ページ閲覧数

2.36ページ
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＜参考＞サイトのＰＶ数の推移（７日間移動平均）

第5波 第6波

流通業界を中心に、WEBサイトが一定の認知を得ていることから、感染者数の拡大に連動して、
サイトへのアクセスが増える傾向があった。

２．（４） ①WEBサイトの閲覧数

＜参考＞月別のアクセス数推移

閲覧ユーザー数 ＰＶ（ページビュー）数

2021年5月 1,568 3,816

2021年6月 1,109 2,766

2021年7月 1,272 2,958

2021年8月 1,891 4,473

2021年9月 1,502 3,670

2021年10月 941 2,165

2021年11月 642 1,461

2021年12月 822 1,920

2022年1月 1,707 3,844

2022年2月 1,203 2,713

2022年3月 616 1,488
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ステッカーの発行（2021年5月～2022年3月）については、75店の申請実績があった。

２．（４） ②ステッカー申請数

指標 実績

発行申請があった店舗数 75店


